
令和６年度環境省行政事業レビュー外部有識者会合 

議事概要 
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４．議事次第： 

（１）開会 

（２）外部有識者紹介  

（３）令和６年度行政事業レビュー公開プロセス対象事業の選定について 

（４）その他 

（５）閉会 

 

５．議事概要： 

○事務局より公開プロセス対象候補事業として、以下の６事業を提示。 

 ・脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（一部経済産業省、国土交通省連携事業） 

・有害大気汚染物質等対策推進費 

・不法投棄等未然防止・事案対応事業 

・世界自然遺産等保全対策費 

・公害健康被害対策（補償・予防）事業 

・環境教育・ＥＳＤ推進経費 

○外部有識者からの主なコメント 

■脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（一部経済産業省、国土交通省連携事業） 

・温暖化防止対策を推進するためには水素社会の構築は大変重要である。需要拡大をどのように進め

るか、支援対策について議論する必要がある。 

・予算規模が比較的大きい一方、今後の普及展開に向けて具体策が見えず、公開プロセスの場で議論

する必要があると感じる。 

・政策プライオリティが高い。実証実験で終わらせず、社会実装を促進する必要があると考える。 

・波及効果をもたらせるための施策について具体的に検討する必要があると考える。 

・アウトカムの評価の再考が求められる。 

・いつまでも”黎明期”ではいけない。国全体・産業界全体・社会全体を水素が自立的に活用される

ように、どう変えていくのか、中長期的な計画を立てる必要があると考える。 

 

■有害大気汚染物質等対策推進費 

・地方自治体ごとの対策の実施状況にばらつきが出ないように、国として対策をもっと講じる必要が

あると考える。 

 

■不法投棄等未然防止・事案対応事業 

・本事業の中で造成されている基金についても議論する必要があると考える。 

 

■世界自然遺産等保全対策費 

・地道ではあるが、必要な事業であり、継続が望まれる。 

・国際機関による評価を長期アウトカムに入れるべきであると考える。 

 



■公害健康被害対策（補償・予防）事業 

・認定患者の症状把握をよりきめ細かく行うことが考えられると良いのではないか。 

・長年にわたる重要な事業であるが、認定患者数の減少に見合った事業・予算規模に縮小できている

のか、改めて検証し直す必要があると考える。 

 

■環境教育・ＥＳＤ推進経費 

 ・環境保全対策を推進するためには環境教育・ESDの推進は大変重要である。今後の進め方について議 

論する必要がある。 

・令和３年度以降の進捗改善の状況を確認したい。オンライン化が進んだことは分かったが、ネット

ワーク化はどのような状況になっているのかなど議論できると良いのではないか。 

・成果指標そのものを見直して、設定・評価する仕組みを構築する必要がある。 

 

 

○とりまとめ 

外部有識者による投票の結果、「脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（一部経済産

業省、国土交通省連携事業）」５票、「有害大気汚染物質等対策推進費」０票、「不法投棄等未然防止・事

案対応事業」０票、「世界自然遺産等保全対策費」０票、「公害健康被害対策（補償・予防）事業」１票、

「環境教育・ＥＳＤ推進経費」４票であった。 

投票数の多かった「脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（一部経済産業省、国土

交通省連携事業）」及び「環境教育・ＥＳＤ推進経費」の２事業を公開プロセスの対象事業とした。 

 

※外部有識者１名は、公開プロセス対象候補事業における関係する委員会の委員であったため、利益相反の観

点により投票を行わなかった。 


